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医療審議会５事業等推進部会（平成２８年３月２４日開催）会議録 

 
（川口医務国保課課長補佐） 

お待たせいたしました。皆様お集まりになりましたので、ただ今から平成２７

年度２回目の「愛知県医療審議会５事業等推進部会」を開催させていただきます。 
私は、事務局の健康福祉部保健医療局医務国保課の川口と申します。よろしく

お願いいたします。 
最初に、健康福祉部保健医療局長から御挨拶を申し上げます。 

 
（松本保健医療局長） 

保健医療局長の松本でございますが、一言御挨拶申し上げます。 
本日は皆様には年度末で大変お忙しい中、御出席いただきまして誠にありがと

うございます。 
また、日ごろから皆様には愛知県の健康福祉行政の推進に対しまして格別の御

理解と御支援をいただきましてありがとうございます。重ねて厚くお礼申し上げ

ます。 
さて、この５事業等推進部会につきましては、御存知のとおり、救急医療、災

害医療、へき地医療、周産期医療、小児救急医療を含む小児医療及び在宅医療に

関すること並びに保健医療従事者の確保に関することについて、皆様に御審議い

ただくこととなっております。 
本日の会議では、次第にございますように、議題を３件、報告事項を２件、提

出させていただいております。 
この詳細につきましては後ほど説明させていただきますが、よろしく審議の程、

お願いいたします。 
今日御出席の皆様の共通の願いというのは県民の皆様の健康、安全、安心だと

思いますので、そうした共通の願いに向かって共に考え共に行動していきたいと

思いますので、今後とも御支援いただきますようよろしくお願いいたしまして、

開会時にあたっての挨拶とさせていただきます。 
今後とも、よろしくお願いいたします。 

 
（川口医務国保課課長補佐） 

続きまして、定足数の確認をいたします。この部会の委員数は１５名であり、
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定足数は過半数の８名でございます。現在、１０名の御出席をいただいておりま

すので、本日の会議が有効に成立していることを御報告申し上げます。 
なお、本日の会議は、すべて公開となっておりますので、よろしくお願いいた

します。また、本日は傍聴の方が３名いらっしゃいますので、よろしくお願いい

たします。 
議題に入ります前に、資料の確認をお願いいたします。資料は、事前に郵送さ

せていただいておりますが、次第裏面の配布資一覧のとおりです。不足等ござい

ましたら、お申し出いただきたいと思います。 
続きまして、委員の皆様の御紹介でございますが、本来ならば、お一人お一人

御紹介し、御挨拶いただくべきところでございますが、お配りしております委員

名簿及び配席図に代えさせていただきます。なお、藤田保健衛生大学医学部長 岩
田仲生委員、愛知県歯科医師会副会長 内堀典保委員、愛知医科大学医学部長 岡
田尚志郎委員、名古屋大学医学部長 髙橋雅英委員、愛知県消防長会会長 堀場和

夫委員におかれましては、本日御欠席との連絡を受けておりますことを御連絡さ

せていただきます。また、愛知県市長会会長の伊藤太委員におかれましては、業

務の御都合により２時に御退席されますので、予め御連絡させていただきます。 
また、医務国保課長が急用により欠席となりました。配席図の修正がなされて

おりませんが御了承くださいますようお願い申し上げます。 
それでは、以下の進行は部会長にお願いします。 

 
（山本部会長） 

それでは、進行させていただきます。本日は、平成２７年度の２回目の部会で

ございます。委員の皆様の御協力をいただき、円滑な会議運営に努めていきたい

と考えておりますので、よろしくお願いいたします。 
本日は３件の議題と２件の報告事項が用意されております。皆様の活発な御意

見により、本部会を有意義なものとしていきたいと思いますので、御協力よろし

くお願いいたします。 
続きまして、愛知県医療審議会運営要領第４に基づき、議事録に署名していた

だく委員を２名指名することとなっております。浅井清文委員と末永裕之委員に

お願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 
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（山本部会長） 
 はい、ありがとうございました。 

それでは、議題に移りたいと思います。 
まず、議題（１）｢愛知県小児救命救急センター設置要綱の制定について｣、事

務局から説明をお願いします。 

 
（近田医務国保課主幹） 

医務国保課主幹の近田でございますが、私から説明させていただきます。 
資料１愛知県小児救命救急センター設置要綱の制定についてを御覧ください。 
この後、議題２で大府市のあいち小児保健医療総合センターを、本県で初めて

の小児救命救急センターに指定する件について御審議をいただく予定でございま

す。 
そこで、指定に当たって根拠となる要綱を制定するものでございます。 
要綱案は、次の２ページに示しております。その内容は、厚生労働省医政局が

定めた「救急医療対策実施要綱」を元としまして、若干の変更を加えたものであ

ります。 
３ページを御覧ください。左側が県の要綱の案、右側が国の要綱であり、下線

部分が県と国で異なっている部分になっております。 
県の要綱第 1 条で目的を規定し、第２条で小児救命救急センターの指定につい

て知事が指定すること、指定に当たっては圏域保健医療福祉推進会議及び医療審

議会５事業等推進部会の意見を聴くこととして定めております。第３条の指定基

準については、次の第４条の運営方針、第５条の整備基準を満たすことと規定し

ております。次のページの第５条の整備基準第１項で、小児集中治療室病床を６

床以上有し、２４時間体制で、すべての重篤な小児救急患者に医療を提供するこ

と、医師、看護師を始め医療従事者を確保すること、また、第３項で、おおむね

３００例以上の入院を取り扱うこと等を規定しております。なお、第２項（２）

のア、集中ケア認定看護師につきましては、国の要綱では重症集中ケア認定看護

師となっておりますが、平成１９年に名称が集中ケア認定看護師に変更になった

ものでありますので、県の要綱は新しい名前を記載しております。 
説明については、以上でございます。 
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（山本部会長） 
ありがとうございました。ただいまの御説明に関しまして、御意見、御質問等

ございませんでしょうか。 

 
（山本部会長） 

よろしいでしょうか。それでは、｢愛知県小児救命救急センター設置要綱の制

定について｣は承認していただけたということでよろしいでしょうか。 

 
（山本部会長） 

御異議ないようですので、承認することといたします。 
続きまして、議題（２）｢小児救命救急センターの指定について｣、事務局から

お願いします。 

 
（近田医務国保課主幹） 

資料２、小児救命救急センターの指定について、を御覧ください。 
 あいち小児保健医療総合センターの小児救命救急センターの指定について、お

諮りするものであります。 
１番、基準の適合状況でありますが、小児救急部門の概況について、次の２ペ

ージをお開きください。病床は病院全体で２００床。救急部門につきましては小

児集中治療室病床、PICU を１６床整備しておりまして、そのうち平成２７年  
１１月から８床が稼働している状況であります。 

診療科で、救急科、小児科が２４時間対応可能であり、他の診療科でオンコー

ル体制での２４時間体制をとっております。 
入院患者数は平成２６年度は２３８名、１月当たりの平均で２０名でありまし

たが、PICU が稼働して以降、２７年１１月は４０名、１２月は４７名と増えて

きている状況であります。 
医療スタッフは、医師が専任１０名、兼任７４名、看護師が専任３７名、兼任

３３名となっております。 
次に３ページの指定要件確認表を御覧ください。こちらは、先程、承認いただ

きました愛知県小児救命救急センター設置要綱に定める指定要件を表にしており

まして、その適合状況でございます。主な項目として、１つ目の項目、２４時間

体制でのすべての重篤な小児救急患者の受け入れ、３つ目の項目、PICU６床以
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上の確保、４つ目の項目、必要な職員の配置等を始め、必須要件については全て

満たしております。なお、PICU は設備としては１６床整備しておりますが、看

護師の必要数の配備が間に合わないということで８床の稼働からスタートいたし

まして、看護師が充足し次第、１６床で稼働する予定と聞いております。 
１ページに戻っていただき、２の指定までのスケジュールを御覧ください。 
１月２２日に知多半島圏域保健福祉推進会議で指定について承認されており

ます。２月１８日に私ども医務国保課職員が設備整備の状況、職員の配置状況等

を現地で確認をしております。それから、本日の５事業等推進部会で御承認いた

だきましたら、３月２８日の医療審議会に報告いたしまして、その後、病院の意

向も踏まえまして３月３０日で小児救命救急センターに指定する予定をしており

ます。なお、指定されますと、全国で１０番目、愛知、岐阜、三重の東海３県で

は初めての小児救命救急センターとなります。 
説明は以上でございます。 

 
（山本部会長） 

ただいまの御説明に関しまして、御意見、御質問はございませんでしょうか。 
 よろしいですか。 

私から質問させていただいてよろしいでしょうか。 
 ２ページの患者の外来患者実数、入院患者実数ですが、平成２８年の１月、２

月の合計ですか、年間ですか、それから単位がよくわからないですが、救急だけ

のことでしょうか。 

 
（彦田医務国保課課長補佐） 
 医務国保課救急・周産期・災害医療グループ彦田と申します。 

外来患者実数、入院患者実数につきましては、平成２６年４月から平成２７年

３月までの１年間の実績でございまして、後ろの括弧書きの数字は、今年度の平

成２７年４月から平成２８年１月までの１０か月間の実績でございます。また、

外来患者実数、入院患者実数は、救命部門だけの数字となります。 

 
（山本部会長） 
 ありがとうございました。 
 ほかに御質問はございませんか。 
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（浅井委員） 
 特に質問というわけではなく要望的なことですが、こういう形で救急センター

が整備されることは素晴らしいことだと思います。おそらく PICU８床ですと早

晩パンクするというか、PICU は要望が高いと思いますので、早期に１６床開設

できるように御支援いただくとすごくいいのではないかと思いましたので発言さ

せていただきました。 

 
（山本部会長） 
 そういう御要望です。 

ほかによろしいでしょうか。 
それでは、議題（２）の｢小児救命救急センターの指定について｣ですが、あい

ち小児保健医療総合センターを指定することについて、御承認いただけるという

ことでよろしいでしょうか。 

 
（山本部会長） 

それでは、議題（２）は承認とさせていただきます。 
それでは、議題（３）に移りたいと思います。｢医師派遣等推進事業に係る医

師派遣について｣、お願いします。 

 
（岩本地域医療支援室長補佐） 
 資料３｢医師派遣等推進事業に係る医師派遣について｣、医務国保課地域医療支

援室から説明させていただきます。 
この事業につきましては、補助金として、地域における医療を確保するため、

医療審議会５事業等推進部会の承認が得られた医師派遣について、派遣元の病院

に対し、医師を派遣することによる対価の一部を助成するものでございます。２

の実施状況でありますが、本事業は平成２０年１２月の補正予算により開始して

おります。平成２２年度以降の新たな派遣は、地域医療再生計画に位置付けまし

た。この計画については、平成２４年１月に見直しを行い、それまでは対象地域

が海部及び尾張西部医療圏の尾張地域と、東三河北部と東三河南部医療圏の東三

河地域に限定されていたものを県全域に拡大いたしたところであります。 
また、平成２５年９月からは、救急医療機関と精神科病院との連携により、精

神・身体合併症患者に対応するための医師派遣事業も実施しました。また、平成
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２６年度からは国の補助事業が廃止され、新たに創設された基金の地域医療介護

総合確保基金事業として実施してきております。 
３の平成２８年度予算についてですが、次のページの２ページ目を御覧くださ

い。２８年度は、厚生連稲沢厚生病院から津島市民病院への精神科の派遣を始め

８病院から８病院への医師派遣を実施する予定であります。 
本事業については、地域医療介護総合確保基金と地域医療再生基金を利用した

ものでありましたが、平成２７年度末に再生基金が終了することから、当初、財

政当局からは事業の廃止を求められたところでありました。しかし、地域医療の

確保のため、今年度に実施したものについては、なんとか現状を維持することで

認められたものであります。なお、それでも平成２８年度の予算としましては、

４，４０７万円となり、本年度の予算よりは２０００万円ほど減少しております。

これについては、補助率が１０／１０であったものを現状を維持していくために

３／４に下げたことによるものです。 
なお、医師派遣推進事業費補助金の交付条件としましては、地域医療連携のた

めの有識者会議で医師派遣を実施すべきとされた事業を対象としておりましたが、

平成２７年度に地域医療支援センターを設置したことに伴い、本医師派遣事業の

内容を御審議いただく機関は、有識者会議から、今後、地域医療支援センターの

運営委員会に変更したところであります。 
なお、このセンターの運営委員会は来週３月２９日に開催されることとなって

おりますので、その際には運営委員会におきましても、今回の派遣の内容につい

て御了解をいただきたいと考えております。 
平成２８年度においては、本年度同様の医師派遣を実施していきたいと考えて

おりますので、どうかよろしくお願いいたします。説明は以上です。 

 
（山本部会長） 
 ただいまの御説明に関しまして、御意見、御質問はございませんでしょうか。 

 
（山本部会長） 
 よろしいですか。 
 今年度で、地域医療再生基金からは外れて、地域医療介護総合確保基金の方で

行うということですね。 
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（岩本地域医療支援室長補佐） 
地域医療介護総合確保基金の方で実施します。 

 
（山本部会長） 

そういうことですね。 
よろしいでしょうか。 
それでは、特に御質問がなければ、承認ということでよろしいでしょうか。 

 
（山本部会長） 
 では、議題（３）についても承認とさせていただきます。 
 それでは、報告事項に移ります。 
 報告事項（１）「地域医療支援病院の実績状況について」、御説明をお願いしま

す。 

 
（都築医務国保課主幹） 
 医務国保課主幹の都築と申します。よろしくお願いいたします。 

資料右肩に資料４と書いてありますＡ３横の資料を御覧ください。 
「地域医療支援病院の実績状況」についてです。 

 １枚目の左を御覧ください。昨年度から改正されました、「地域医療支援病院承

認要件」の数値基準等を記載しております。この承認要件は、改正前に既に承認

を受けておりました地域医療支援病院にも適用されることとなっており、毎年１

回提出されます実績報告により、適格かどうかを判定いたします。 
 昨年の１０月に県内１７の病院から２６年度分実績報告書が提出されました。

その内容一覧が２枚目の表になっております。これらの数値から判定いたしまし

たところ、１ページの左下の表にありますとおり一宮市立市民病院の逆紹介率及

び名古屋市立東部医療センターの紹介率が要件を満たしておりませんでしたので

不適格と判定されました。 
この２病院につきましては、一宮市立市民病院の逆紹介率、そして、名古屋市

立東部医療センターの紹介率において、２６年度に提出されました２５年度分の

実績報告でも、承認要件を満たしておりませんでした。 
承認要件を満たしていない場合には、病院は、その後２年の間に要件を充足す

るよう、「地域医療支援病院の承認要件を充足するための年次計画」を策定するこ
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とになっております。当該２年間の実績を見て、地域医療支援病院の承認の継続

について判断することになっております。 
一宮市立市民病院、名古屋市立東部医療センターの２病院は、「地域医療支援

病院の承認要件を充足するための年次計画」を昨年度に策定し、２７年度実績ま

でに、要件を達成するように取り組んでいます。 
２病院の取り組みにつきましては、資料４の右側に、３として一宮市立市民病

院の取り組み、４として名古屋市立東部医療センターの取り組みを記載してござ

います。 
両病院ともに、地域の医療機関への訪問を実施し、会議や委員会の場において、

直近数値を報告して対策を検証する等、地域医療支援病院の承認要件達成に向け、

院内の意識の統一・共有を行って、取り組んでいます。 
これらの取り組みにより、１ページ目の資料、右側のそれぞれの（１）目標要

件という表がついておりますが、一番右側の現状の平成２８年１月現在で、一宮

市立市民病院、名古屋市立東部医療センター共に「紹介率５０％以上かつ逆紹介

率７０％以上」の要件をクリアしておりまして、平成２７年度実績では、要件を

達成する見込みとなっております。 
地域医療支援病院を所管する医務国保課におきましては、両病院から毎月の実

績の報告を受けて遂行状況を確認しており、要件達成に向け今後も確認をしてま

いりたいと思います。 
また、その他の病院につきましても、適宜、連絡を取って、要件充足の見込み

状況について確認をしているところでございます。 
 説明は以上でございます。 

 
（山本部会長） 
 ただいまの御説明に関しまして、御意見、御質問はございませんでしょうか。 

  
（山本部会長） 
 よろしいでしょうか。 
 それでは、一宮市立市民病院と名古屋市立東部医療センターには頑張っていた

だくということで、報告事項（２）に移らせていただきます。 
それでは、事務局から説明をお願いします。 
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（近田医務国保課主幹） 
 資料５「５事業等における主な平成２８年度予算について」説明いたします。

資料１ページを御覧ください。 
「救急医療」関係でございますが、広域災害救急医療情報システム運営費につ

きましては、予算額が３億７，３４２万９千円、前年度に比較して６，４２９万

５千円の減額となっております。この事業は、昭和５４年から愛知県医師会に委

託して実施しております２４時間体制での医療機関案内等のシステムでございま

すが、現在のシステムが平成２８年５月末で更新時期を迎えるため、今年度、平

成２７年度に次期システムの開発をいたしました。その委託料が来年度は無くな

ることによる予算の減額でございます。 
 第３次救急医療施設運営費補助金につきましては、予算額８億１，２７３万５

千円、前年度に比較して３，０７４万２千円の増額となっております。これは、

ドクターヘリ運航費補助金の国庫補助基準額が増額されたことによるものでござ

います。 
 次に、「災害時における医療」関係でございますが、医療施設耐震化支援基金事

業費につきまして、予算額６億５，５１３万３千円、前年度に比較して  
４億５，７６４万８千円の減額となっております。この事業は、耐震化されてい

ない災害拠点病院、救命救急センター、二次救急医療機関等の耐震化整備に対す

る補助でございますが、平成２１年度から事業を行っておりまして、事業の進捗

による補助対象事業の減に伴う減額でございます。 
 次に、「へき地の医療」の関係でございますが、医務国保課地域医療支援室に設

置をしております、へき地医療支援機構では、へき地診療所への代診医の派遣調

整やへき地医療支援システムの運営などを行っております。また、へき地医療拠

点病院やへき地診療所の運営への支援を行い、へき地医療の確保を図ってまいり

ます。 
 次に、「周産期医療」の関係でございますが、周産期医療協議会の開催や、周産

期母子医療センター等とのネットワークにより、ハイリスクの妊産婦及び新生児

に適切な医療を供給することができる医療基盤を整備するとともに、周産期母子

医療センターの整備、運営支援を行うことにより、安心して子どもを産み育てる

ことができる環境づくりの推進を図っております。 
 次に、「小児医療」の関係でございますが、小児救急電話相談事業費につきまし

ては、小児科医が診療していない夜間早朝に保護者からの電話相談に対応する事
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業でございます。 
 次のページに移りまして、「在宅医療の確保」、「医師確保事業」、「看護師確保事

業」につきましては、次の３ページから５ページまで、報道機関への予算発表で

使用した資料でございますが、こちらで説明させていただきます。 
 資料の３ページを御覧ください。 
 「在宅医療の確保」につきまして、在宅医療サポートセンター事業費補助金で

ございます。平成２７年度からの３年間で、在宅医療の充実、強化を図る事業で

ありまして、県内の郡市区医師会４２のすべてに在宅医療サポートセンターを置

き、看護師等の専任職員を配置して医師の訪問診療導入研修の実施、主治医・副

主治医制の導入の検討等を行います。また、県内の概ね二次医療圏単位で１か所、

名古屋市においては４か所の郡市区医師会の合計１５か所を中核センターといた

しまして、さらに専任職員１名を配置しまして、後方支援病院の確保、退院調整

に係る広域的な検討を行うこと等により、在宅医療体制の整備を諮るものでござ

います。 
 在宅医療連携システム整備事業費補助金は、在宅医療関係者の間で患者情報を

共有するため、平成２７年度からの３年間で、全市区町村が行うＩＣＴ整備事業

に対して助成するものでございます。この事業により在宅患者に適切な医療・介

護サービスを提供するとともに、在宅医療関係者の業務の効率を推進したいと考

えております。 
 資料の２ページに戻っていただきまして、「在宅医療の確保」の上から３つ目、

看護師確保事業のうち訪問看護に関する事業でございます。訪問看護推進事業で

は、訪問看護の推進に寄与するため訪問看護推進協議会を開催するほか、訪問看

護に関する講演会・研修会を開催しております。また、訪問看護ステーション派

遣研修事業費補助金を始め資料に記載いたしました４事業では、訪問看護に携わ

る看護師の資質向上や病院勤務看護師との連携を図るため、各種研修を開催して

おります。 その他１１事業ございまして、歯科の関係で７事業、地域包括ケア、

認知症対策等の事業で４事業となっております。 
 次に、「医師確保事業」でございます。資料の４ページを御覧ください。医師確

保を積極的に進めて行くため、昨年４月に医務国保課内に地域医療支援センター

を設置いたしました。センターには専任医師を配置するとともに、地域医療介護

総合確保基金などを活用し、事業を実施いたします。 
 地域医療支援センター運営事業費では、医師不足の状況調査・分析のほか、医
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師・医学生の就業に関する相談、支援等を行います。 
 地域医療確保修学資金貸付金は、医学部卒業後に地域の病院で働くことを条件

に県から修学資金を交付する事業でございまして、平成２８年度は４大学で合計

１１４名の学生に対し、総額で２億２，２６０万円を交付する予定です。 
 女性医師等就労支援事業費補助金では、大学及び病院で実施される女性医師の

復職トレーニングや医学部学生を対象とした女性医師のキャリア形成のためのカ

リキュラムに対して補助を行います。また、女性医師が宿日直の免除や短時間勤

務を行った場合に、病院が代替医師を雇うことに対しても補助を行います。この

補助の対象となる病院は臨床研修指定病院でございます。なお、予算額は 
５，７４７万８千円で、前年度に比較して６，０４７万円の減額となっておりま

す。これは、平成２７年度の実績を元にした補助予定医療機関数の減に伴う減額

でございます。 
 医師派遣推進事業費補助金は、本日の議題（３）で御審議いただいた内容でご

ざいますが、予算額としては４，４０７万３千円となっております。 
 続きまして、看護師確保事業につきまして、資料の５ページを御覧ください。 
 始めに、１番、看護職員の養成に係る事業でございます。（１）看護師養成所補

助金につきましては、資質の高い看護職員を養成するため、県内の看護師養成所

等の運営費を助成しております。平成２８年度は、新たに看護師養成所の耐震化

整備に助成し、地震発生時の看護学生等の安全確保を図ることとしております。

次に、（２）看護職員修学資金貸付金につきましては、県内の看護師養成所等に在

学している者に修学資金を貸与し、修学を支援するとともに県内の中小規模医療

機関への就業を促進いたします。また、（３）のへき地医療確保看護修学資金貸付

金につきましては、東三河山間部など、県内のへき地における看護職員の確保を

図ることを目的とし、平成２７年度から開始した事業でございます。 
 次に、２番、再就業の支援、ナースセンター事業費でございます。この事業は、

看護師等の人材確保の促進に関する法律に基づき、未就業看護職員に対する無料

職業紹介などの事業を愛知県看護協会に委託して実施しております。平成２７年

７月には、愛知県ナースセンター名駅支所をウインクあいちに開設したほか、１

０月から開始された看護職員の届出制度の周知などを図ってまいりました。平成

２８年度は、この届出制度により得た情報を活かし、新たに潜在看護職員復職支

援交流会を開催することにより、看護職員の再就業の支援を図ってまいります。 
 最後に、３番、離職の防止、病院内保育所補助金でございます。看護師等の離
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職防止や再就業の促進を図るため、病院内に設置運営されております保育所の運

営費及び整備費を助成してまいります。 
 説明は以上でございます。 

 
（山本部会長） 
 ありがとうございました。 

ただいまの御説明に関しまして、御意見、御質問はございませんでしょうか。 

 
（末永委員） 
 報告事項ですので特別なことを言うわけではありませんが要望としてお聞きい

ただきたいと思います。この中で、わりに高額な在宅医療サポートセンター事業

ですが、今お聞きしましたように、それぞれの医師会に人をおくという形で一番

お金を使うと思いますが、在宅医療サポートセンター事業、ナースセンター事業

について、成果がどうかということについて、今年は１年目ですからよろしいの

ですが、これから成果がどういうにあったかということを検証しておいた方がい

いのではないかと思っています。それから、研修センターのカムバック研修です

が、カムバック研修というのはすごくいいとは思うのですが、こういうことをや

ることによってどれくらいカムバックできた人たちがいるのかということを数字

として出していただければ、そんなに効果があるのであれば、もっとお金を入れ

てもいいのではないかという話になるのだと思います。お金を出す以上、それな

りの評価をこれからお願いしたいと思います。 

 
（村松委員） 
 在宅の関係ですが、在宅医療の確保のその他１１事業にも入っていないのです

が、調剤に関してのものはこの中に含まれないのでしょうか。今、国の方からも

薬剤師も在宅に関わるようにということを言われているのですが、どこを見ても、

調剤や薬剤師のことが入っていないので気になりました。 

 
（近田医務国保課主幹） 
 末永委員から要望いただいた在宅医療サポートセンターの関係でございますが、

今年度からの事業ということで３年計画でやってまいります。今年度は、まず組

織を立ち上げるということでやってまいりましたので順調に立ち上がってまいり
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まして、他の会場でも意見いただいておりますが、これから内容的にいかに成果

をあげていくかということになります。まずはどういった成果を上げたかという

指標、どういった指標を用いるかを決めていき、その指標の達成状況がどうかと

いうことをみていきたいと思っておりますので、今後評価してまいりたいと思い

ますのでよろしくお願いします。 

 
 在宅医療の関係で、その他１１事業に調剤が入っているのかというお話を伺い

まして、調剤を所管する医薬安全課の職員が本日は来ておりませんので、はっき

りしたことは申し上げられませんが、当初の平成２８年度予算には入っていない

のですが、在宅医療の担当に聞いたところ、平成２８年度の補正予算で考えてい

るようなことがあるやもと聞いておりますので、また情報をお伝えさせていただ

きたいと思います。 

 
（村松委員） 
 よろしくお願いします。 

 
（加藤委員） 
 予算のことですが、県独自の予算と、本日御出席の委員の皆様は理解されてい

ると思うのですが、再三、確保基金を使ってというお話がありましたので、どれ

が確保基金、どれが県費ということなのでしょうか。もし、そうだとすると、５

月、７月、９月というタイミングで国へ出して、国から合否がおりてくるわけで

すが、昨年は、１の地域医療構想に係る施設整備、２の医療、介護連携に係るＩ

ＣＴを使った情報共有のサポート、３の医療従事者の確保の３つの分野の事業と

して愛知県は予算を組んで出されたと思いますが、１、２、３の配分が随分違っ

ていましたね。それを踏まえて組んでおられるということなのでしょうか。それ

とも、大体感触を得ていけそうだということで出しておられる予算なのでしょう

か。県独自のものがどれだけ入っているのか、わかる範囲で教えていただけるで

しょうか。 

 
（近田医務国保課主幹） 
 国の基金を財源とするものも入っておりまして、在宅医療サポートセンター事

業等、今年度からの事業でございますが、来年度も引き続き、国の基金を活用し
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て行うということであげております。財源が国庫なのか県費なのか書いてござい

ませんので申し訳ございません。ここにあげてあるものは、平成２８年度当初か

ら執行する事業でございますので、整理としましては、国の基金をあてるものに

ついても今年度すでについているものであるとか、過去に国の補助を財源として

行っていたものが基金に振り替わって国も財源をある程度保証するというものが

ついておりますので、当初予算ということで基金の内示と合うわけでございます

が、内示はある程度期待されるということであげてある事業でございます。新規

事業やつくかどうか不確定なものについては、平成２８年度補正予算での対応に

なると思っております。 

 
（加藤委員） 
 わかりました。ありがとうございます。 

国から基金がおりてきて、それに合わせて県が予算を足してということですか

ら、総額と考えればよいのですね。これの倍ということではなくて、総額と考え

ていいのですね。 

 
（近田医務国保課主幹） 
 はい、県と国と合わせた総額です。 

 
（加藤委員） 
 今日、第２回の部会となりますが、先程、末永先生が御質問された、こうした

事業の成果の検証、事業の報告ですが、途中経過を来年度の第１回の５事業等推

進部会で、具体的にはナースセンター事業費の成果等について報告があるわけで

しょうか。先日、ナースセンター事業の報告会がありましたので、スタートした

ばかりで不十分かもしれませんけれども、出ているわけですよね。具体的に言え

ば、月平均３０００人から２０００人のナースの要望があって、ナースセンター

を介して実現できた就職については平均で５０件くらいなんですね。多い時で 

７０～８０件、少ない時で５０弱、それがナースセンターの現在の実績ですね。

それが、末永先生が言われたように、ウインクあいちにナースセンター名駅支所

を作ったり、いろんなことをすることで、前年度に比べて、より予算を投入した

らどれだけの実績があがったかということを報告してほしいということが末永先

生の御意見だったかと思います。 
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（近田医務国保課主幹） 
本部会が５事業等推進部会ということで、各分野の政策医療を審議いただく場

でございますので、実績をまとめさせていただいて、この場で報告させていただ

く形で考えてまいりたいと思いますのでお願いいたします。 

 
（山本部会長） 
 ほかによろしいでしょうか。  

それでは、これで本日の議題及び報告事項は全て終了いたしましたが、この際

ですので何か言いたいということがありましたらお願いします。 

 
（村松委員） 
 小児救命救急センターについてですが、新しい PICU ができたということで、

これと同時に年間を通して完全２４時間体制をとっていくとお聞きしております

が、スタッフの増員等が無くても大丈夫なのでしょうか。スタッフが心配なので、

お聞きしたいと思います。 

 
（彦田医務国保課課長補佐） 
 医務国保課救急・周産期・災害医療グループでございます。 

スタッフにつきましては、増員をしておりまして、資料２の３ページにござい

ます要件確認表の整備基準の上から２つ目、必要職員の配置のところで、最後の

括弧書きのところで、今回の小児救命救急センターの２４時間体制の３次救急を

行うために、専任医師を３名から１０名へ、専任看護師を２５名から３７名へ増

員しております。しかし、看護師の場合、特に２対１看護というのが必須にござ

いますし、診療報酬上の加算対象の基準でもございますため、８床でしか今のと

ころはスタートできていない状況でございます。 
愛知小児保健医療総合センターにおきましても、現地確認の際等でも、聞き取

りを行ったりしておりまして、看護師の確保につきましては、特に今回４月１日

からの新しい年度が始まりますし、引き続き確保に努めていくということで確認

をしているところでございます。 

 
（村松委員） 
 ありがとうございます。薬剤師さんが１０人しかいないものですから、２４時
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間体制で行うということになりますと１日３人必要となり１／３となってしまい

ますし、更に週休２日制と考えますと非常に厳しいという感触を持っております

ので、是非十分な数の確保を揃えていただいて、安全な医療が行われるようにお

願いしたいと思います。 

 
（彦田医務国保課課長補佐） 
 もちろん薬剤師さんもさることながら、救急と小児の慢性の疾患の方もおられ

ますから、リハビリ関係の職員ですとか多種多様な方々が総合的に機能して、初

めて、救命救急センターとして、小児保健医療総合センターとして稼働するもの

と考えております。引き続き、指定するだけで終わりではなく、その後の状況に

ついても把握してまいりたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 
（加藤委員） 
 今日、もう３月２４日ですので、小児保健医療総合センターのことですが、看

護師さんの確保ができなくて PICU をフルオープン出来ないというお話でしたが、

来月の１日以降ですが、１６床フルオープンできるような看護師さんの確保は目

途がついたのでしょうか。重症者を送る側の施設ですので、やっぱりフルで体制

を整えていただきたいと思います。 

 
（近田医務国保課主幹） 
 本審議会にかける前提としまして、２月に現地調査を行いまして、その時の数

字としましては看護職員が足りておりませんので、PICU１６床を稼働するとい

うことになりますと… 

 
（加藤委員） 
 ４月１日からの目途がついたのかということです。 

 
（近田医務国保課主幹） 
 目途はついておりません。 

 
（山本部会長） 
 ほかによろしいでしょうか。 
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（三浦委員） 
 今日の議題の中には無いのですが、小児保健医療総合センターについてヘリポ

ートを今回作っておられますが、記述が無いのでヘリポートについてはここで話

すべき議題ではないのかもしれませんが、どういう体制で PICU の先生方が対応

されているのか、情報を欲しかったので質問させていただきました。 

 
（彦田医務国保課課長補佐） 
 ３階の救急棟のヘリポートでしょうか。 

 
（三浦委員） 
 ヘリポートの運用体制、ヘリポートに乗るドクターが必ずみえると思うのです

が、PICU の先生方が対応されるような運用をされるのでしょうか。イメージが

わからなかったのでお願いします。 

 
（彦田医務国保課課長補佐） 
 ヘリポートについては救急棟の３階の屋上にございまして、例えば、ドクター

ヘリの搬送であれば、ドクターヘリのフライトドクター、フライトナースが愛知

医科大学におりまして、そちらから来ます。また、防災の方につきましては、運

んでこられる元のドクター等が、そこは確認はしておりませんが…。 

 
（三浦委員） 
 愛知医科大学の先生方が専門におられるのですね。 

 
（近田医務国保課主幹） 
 はい、そのようになっています。 

 
（山本部会長） 

ほかによかったでしょうか。 
それでは、出尽くしたようですので、最後に事務局から何かありますか。 

 
（川口医務国保課課長補佐） 

本日の会議録でございますが、会議冒頭で部会長が指名されましたお二人の署
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名者に御署名をいただく前に、発言者の方に発言内容を御確認いただくことにし

ておりますので、事務局から依頼がありましたら御協力くださいますよう、よろ

しくお願いいたします。以上でございます。 

 
（山本部会長） 

それでは、本日の医療審議会５事業等推進部会はこれで終了いたします。 
御協力ありがとうございました。 

 


